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提案実現後の成果を住民サービスの向上に還元することが重要

過去3回の提案募集に
より、1,500件を超える
提案の７割が実現・対応
し、第５次一括法以降で
44本の法律が改正

① これまで実現した
制度改正等を活かし、
各自治体が取り組み、

② その取組により、住民
サービスの向上として地
域に還元し、

③ これらの状況を把握・
整理し、提案募集方式の
成果として広く発信

提案募集方式の成果を実感
できるようにするための取組

提案募集事例集について 資料１５
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提案募集事例集の取組概要

○ 過去３回の提案募集で1500件を超える提案が寄せられ、その７割が実現・対応。
○ 今後は、①実現した制度改正等を活かした各⾃治体の取組（アウトプット）、②その取組による
住⺠サービスの向上等の状況（アウトカム）を具体的に把握・整理し、③これらを提案募集⽅式の
成果として広く発信し、同⽅式のすそ野の拡⼤、住⺠の改⾰プロセスへの参画を促していく必要。

○ このため、過去に実現した提案に着⽬した成果調査を⾏い、新たな事例集に取りまとめる。

１．作成趣旨

２．取組内容

１ 成果調査の実施（〜６⽉）
○ 過去に実現した提案の中から、住⺠⽬線の成果が期待できそうなものをピックアップし、現時
点における各⾃治体の取組状況、住⺠サービスの向上等の成果（期待されるものも含む）を書⾯
で調査。

２ 現地調査の実施（夏〜秋頃）
○ 成果調査の内容を踏まえ、⾃治体及び住⺠等に対する聞き取り、アンケート、写真撮影等を⾏
う現地調査を実施。

３ 新たな事例集の取りまとめ（年内⽬途）
○ 成果調査、現地調査の結果をもとに、優良事例を15~20程度選定し、住⺠⽬線の成果に重点を
置いた新たな事例集に取りまとめる。

○ 原稿作成に当たっては「地⽅分権改⾰の旗⼿」をはじめ、地⽅の要望・意⾒の反映に努める。
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提案実現後の各自治体の取組と現在までの成果の例

国民健康保険の資格を喪失した被保険者の過誤受診に伴う返還金の納付負担の軽減（大分市）

特別養護老人ホームと障害者向けグループホームの合築による共生社会の実現（江戸川区（東京都））

「地方版ハローワーク」が行う効果的な就職支援による地場産業の活性化（佐賀県）

【実現した提案の概要】（H26提案）

○資格を喪失した被保険者の受
診に伴う過誤調整について、被
保険者から旧保険者に対し療養
費の受領の委任を行い、新保険
者から旧保険者に直接支払う事
務処理を可能とする（通知）

【大分市の取組概要】
○国保に加入していた者（被保険
者）が就職等により資格を喪失し
た後に誤って国保を利用して受診
した場合、左記の手続が可能とな
ることを窓口で案内

【現在までの成果】
○従来は、被保険者が市町村国保の
負担分を一旦全額返還する必要が
あったため負担が大きくなっていたが、
その必要がなくなり、27・28年度で延べ
62名、約2,200万円の被保険者の返還

金の納付負担が軽減されるなど、利用
者の利便性が向上

【実現した提案の概要】（H28提案）

○障害者総合支援法の省令に基
づく障害者向けグループホーム
について、一定の場合に、特別
養護老人ホームと同一敷地内に
設置可能であることを通知

【江戸川区の取組概要】
○江戸川区北小岩における大規
模用地について、公募型プロポー
ザルにより、同一建物の別フロア
に特別養護老人ホームと障害者
向けグループホームの合築を検
討中（イメージは右図のとおり）

マンション等

障害者向けグループホーム

特別養護老人ホーム

子育て支援施設

【現在までの成果】
○用地が限られるため、十分に進んで
いなかった福祉施設の整備が可能に

○特別養護老人ホームに入居する親
と障害者向けグループホームに入居
する子が、同じ建物内で生活可能とな
るなど、入居者の利便性の向上が期
待される

合築のイメージ例

【実現した提案の概要】（H27提案）

○「地方版ハローワーク」（地方
公共団体自らが実施する無料職
業紹介）の創設に関し、職業安定
法、雇用対策法及び雇用保険法
を見直し

○地方公共団体がハローワーク
を活用する枠組み等を整備

【佐賀県の取組概要】

○地域の雇用・人材確保の対策
は、平成29年３月に佐賀県と佐賀
労働局で雇用対策協定を締結
○他方、平成28年９月より、佐賀

県窯業技術センターが行う窯業
人材育成事業の無料職業紹介を
地方版ハローワークとして実施

【現在までの成果】

○県と労働局とが連携・協力して、より
地域の多様な実情に応じた就労支援
が可能に
○28年度10‐3月期の研修受講者18名
のうち、就職希望者２名が窯業関連に
就職。就職者は「希望していた業務内
容で毎日充実」と評価。

※現時点で成果がみられる事例を暫定的に取りまとめたものである。
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